第１部　地方公務員災害補償制度の概要

地方公務員災害補償制度の概要

１　地方公務員災害補償制度とは

　　地方公務員災害補償制度とは、地方公務員が公務上の災害（負傷・疾病・傷害・死亡）又は通勤による災害を受けた場合に、その災害によって生じた身体的損害を補償し、必要な福祉事業を行うことにより、被災職員又はその遺族の生活の安定と福祉の向上に寄与することを目的とする制度です。

　　この制度の大きな特徴は、公務上の災害について使用者の無過失責任主義をとり、地方公共団体に過失がなくても補償義務が発生するものとされることで、民法上の損害賠償とは異なります。

　　また、使用者の支配管理下にない通勤途上の災害についても、通勤が公務の提供と密接不可分であるという観点から、使用者の過失の有無にかかわらず公務上の災害とほぼ同様の補償が行われています。

２　主な補償の内容

　　主な補償の内容は以下のとおりです。詳細並びに他の補償及び福祉事業については第３部Ⅲ補償の基準（69ページ以降）に記載しています。

　　・職員の負傷又は疾病に対し必要な治療を行い、又はその費用を支給する「療養補償」

　　・療養のため勤務することができず給与を受けない場合の「休業補償」

　　・死亡又は障害が残った場合の年金・一時金の支給

３　災害補償制度の適用関係

　　地方公務員の災害補償は、常勤職員（注）については地方公務員災害補償法（以下「法」という。）の規定により地方公務員災害補償基金が地方公共団体に代わって実施し、非常勤職員については、法に基づく条例、労働者災害補償保険法及び船員法等により地方公共団体又は国が実施することになっています。

　　これらの関係法令の適用関係等をまとめると、次のページの表のようになります。
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（注）「常勤職員」には、常時勤務に服することを要する職員のほか、「令第1条職員」である次の者を含みます。

　　①　地方公務員法第28条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める者（再任用短時間勤務職員）

　　②　常時勤務に服することを要しない職員のうち、常時勤務に服することを要する者について定められている勤務時間以上勤務した日が18日以上ある月が引き続いて12月を超えるに至った者で、その超えるに至った日以後引き続き当該勤務時間により勤務することを要することとされているもの（常勤的非常勤職員）

災害補償制度の適用関係

	常勤・非常勤の別
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	適用法令等
	補償実施機関
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	地方公務員災害補償法
	地方公務員災害補償基金
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	非常勤
	一般職
	臨時職員等（他の法令の適用を受けない者）
	地方公務員災害補償法に基づく条例（議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例）
	地方公共団体

	
	
	臨時職員等（水道、交通、清掃など労働者災害補償保険法第３条適用事業に雇用される者）
	労働者災害補償保険法
	国（厚生労働省所管）

	
	
	船員
	地方公務員災害補償法に基づく条例（議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例）
	地方公共団体

	
	特別職
	議員、行政委員会の委員、地方公共団体の附属機関の委員、統計調査員、民生委員、母子自立支援員、婦人相談員等
	地方公務員災害補償法に基づく条例（議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例）
	地方公共団体

	
	
	消防団員、水防団員
	消防組織法、水防法及び消防団員等公務災害補償等共済基金法
	

	
	
	学校医、学校歯科医、学校薬剤師
	公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する法律
	


（注）１．この場合の非常勤とは、常勤以外の職員を意味し、臨時的任用職員を含む。

　　　２．非常勤職員の適用関係

　　　　①労働基準法別表第1に掲げる事業以外の事業に雇用される非常勤職員

　　　　　→　法に基づく条例の適用

　　　　②労働基準法別表第1に掲げる事業に雇用される非常勤職員

　　　　　→　労働者災害補償保険法の適用

※派遣職員

　　公益法人等への職員の派遣等に関する条例に基づき、地方公共団体から公社、財団法人等に派遣されている職員については、公益法人等との間で締結している協定によって受ける補償が定まり、地方公務員災害補償法の補償の適用は受けられない場合があります。

４　地方公務員災害補償基金

　地方公務員災害補償基金は、地方公務員災害補償法に基づき設置された法人で、補償の実施を被災職員の属する地方公共団体に代わって行ないます。本部を東京都に、各都道府県及び指定都市に支部を置いています。

公務災害又は通勤災害かどうかの認定、各種補償の支給決定及び支払い等は各支部で行います。その活動と補償の実施に必要な財源は各地方公共団体からの負担金を基に賄われています。

　高知県支部の組織は次のとおりです。

	
	地方公務員災害補償基金高知県支部
	

	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	支部長（高知県知事）
	
	支部審査会（委員３人、参与４人）
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	副支部長
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	事務局（高知県総務部職員厚生課内）
	
	書記（高知県総務部法務課内）
	

	
	
	
	
	
	
	


５　地方公共団体の負担金

　　各地方公共団体の負担金は、次表の職員の区分ごとに、給与の総額（退職手当、児童手当を除く。）に負担割合を乗じて算出します。

各地方公共団体は、毎年５月15日までに前々年度の決算額を基に算出した概算負担金を基金に納入します。年度終了後、翌年９月末までに当該年度の決算額を基に算出した額により確定負担金を報告し、差額を精算します。

〈例〉

　・平成30年度概算負担金は、平成28年度の決算額を基に算定します。（当該年度に納付）

　・平成29年度確定負担金は、平成30年９月末に、平成29年度の決算額を基に算定します。（翌年度に精算）

　　普通補償経理の負担金率

	職員の区分
	給与の総額に乗ずる割合

	
	平成26～28年度
	平成29年度～

	義務教育学校職員
	1,000分の0.80　
	1,000分の0.90　

	義務教育学校職員以外の教育職員
	〃　　1.11　
	〃　　1.16　

	警察職員
	〃　　3.14　
	〃　　3.16　

	消防職員
	〃　　2.04　
	〃　　2.33　

	電気・ガス・水道事業職員
	〃　　1.72　
	〃　　1.95　

	運輸事業職員
	〃　　1.72　
	〃　　1.86　

	清掃事業職員
	〃　　3.45　
	〃　　3.43　

	船員
	〃　　4.81　
	〃　　3.77　

	その他の職員
	〃　　1.14　
	〃　　1.09　


６　認定・補償についての手続き

認定及び補償は、被災職員（または遺族）からの請求に基づいて行うことになっています（これを「請求主義」といいます）。

補償を受けるためには、被災職員等は、まず「認定請求」の手続きを行い、公務災害・通勤災害としての認定を受けた後に「補償請求」の手続きを行う必要があります。この場合、被災職員等から直接、基金高知県支部に請求するのではなく、所属および任命権者を経由して請求します。詳細は第３部Ⅳ及びⅤ（91ページ以降）をご覧ください。

（１）事務の流れ

　　　被災した場合は、所属長に連絡するとともに、医療機関で必要な治療を受けてください。この際、共済組合員証は使用できませんので、公務（通勤）災害の手続きをとることを告げて請求を待ってもらってください。その後の災害補償は次の手順で行われます。

　　①　被災職員又はその遺族（以下「被災職員等」といいます。）は、基金支部長に対し、所属長及び任命権者を経由して公務（通勤）災害であることの認定を求める請求を行います。

　　②　所属長は、提出された請求書の記載内容を点検し、必要な証明等を行い任命権者に送付します。

　　③　任命権者は、調査し、災害の認定に関しての意見をつけて、基金支部長に送付します。

　　④　基金支部長は、内容を審査し、公務（通勤）災害に該当するかどうかを認定し、その結果を被災職員等と任命権者に通知します。

　　⑤　被災職員等は、公務（通勤）災害と認定された災害についての各種補償を請求し、基金支部長は法の定める基準により補償を行います。

　　⑥　被災職員は、認定傷病が治ゆ（症状固定）したときは、所属を通じ、治ゆ報告を行います。
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（２）時効

補償を受ける権利は２年間（障害補償、遺族補償、障害補償年金差額一時金、障害補償年金前払一時金及び遺族補償年金前払一時金については５年間）行われないときは、時効により消滅します。

ただし、傷病補償年金は、職員の請求に基づかず、基金が職権でその支給決定を行うため、傷病補償年金を受ける権利については時効の問題は生じません。

７　不服申立て

（１）概要

　　　基金支部では、被災職員等からの請求については、その内容を十分検討し決定を行っていますが、被災職員等の側からみたときに、決定に納得できないという場合が考えられます。このような場合に、被災職員等の権利の保護を簡易、迅速に図るため、不服申立ての制度が設けられています。

　　　不服申立ての対象となる処分は、公務上外の認定、通勤災害該当・非該当の認定、療養の方法の決定、補償金額の決定、遺族補償の受給権者の決定等で、その手続き及び裁決の効力等については行政不服審査法の規定が全面的に適用されます。福祉事業の決定については、ここでいう不服申立ての対象とはなりませんが、その決定を行った支部長に対して不服の申出をすることができます。

　　　支部審査会、本部審査会の裁決は、支部長を拘束します。したがって、裁決により原処分が取り消された場合、支部長は裁決の趣旨に従って新たな処分をしなければなりません。

（２）手続き

　　　不服申立ての手続きは次のとおりです。

　　①　支部長が行った補償に関する決定に不服のある者は、決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に支部審査会に対して審査請求をすることができる。

　　②　支部審査会は、審査請求があったときは、これを審査し、裁決を行い、裁決書の謄本を請求人に送達する。

　　③-1　支部審査会の裁決に不服のある者は、その裁決があったことを知った日の翌日から起算して１か月以内に本部審査会に対して再審査請求をすることができる。

　　　（なお、審査請求後３か月を経過しても支部審査会による裁決がないときは、支部審査会が審査請求を棄却したものとみなして、本部審査会に対して再審査請求をすることができる。また、行政事件訴訟法の定めるところにより、訴訟を提起することもできる。）

　　③-2　支部審査会の裁決に不服のある者は、本部審査会の再審査請求を経ずに、行政事件訴訟法の定めるところにより、裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に訴訟を提起することができる。

　　④　本部審査会は再審査請求があったときは、審査し、裁決を行い、裁決書の謄本を請求人に送達する。

　　　（なお、再審査請求後、審理手続が集結するまでの間は、行政事件訴訟法の定めるところにより、訴訟を提起することもできる。）

　　⑤　再審査請求に対する本部審査会の裁決に不服がある者は、行政事件訴訟法の定めるところにより、裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に訴訟を提起することができる。
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※訴えの提起は、原則として審査請求に対する裁決を経た後でなければすることができません。（平成28年3月31日までに行なわれた処分についての訴えの提起は、審査請求及び再審査請求に対する裁決を経た後でなければすることができません。）
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